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１．円山川の概要（流域の概要）

○ 円山川は、その源を兵庫県朝来市

生野町円山（標高640m）に発し、途

中、稲葉川・出石川・奈佐川等を合

流し日本海に注ぐ、流域面積約

1,300km2、幹線流路延長約68km、流

域内人口約14万人の一級河川です。

○ 流域は、兵庫県の豊岡市、養父市、

朝来市の3市からなり、但馬地方に

おける社会・経済・文化の中枢をなし

ています。特に、豊岡市のかばん産

業は、全国シェアの約2割を占め、地

域経済の基盤となっています。

○ また、流域内は山陰海岸国立公

園や氷ノ山後山那岐山国定公園に

指定され、国指定天然記念物の玄

武洞、城崎温泉、出石城下町などの

観光資源に恵まれおり、下流部では、

国指定特別天然記念物のコウノトリ

を野生に戻す取り組みが進められる

など、円山川の豊かな河川環境を保

全し、再生しようとする気運が高まっ

ています。

円山川流域図

兵庫県

京都府
鳥取県

円山川流域 

山陰海岸国立公園

氷ノ山後山那岐山
国定公園

 凡 例 
    流 域 界 
    市街化区域 
    市町村界 
    基準地点 
    主要地点 
    国管理区間 
    国立・国定公園

出石温泉

玄武洞公園

城崎温泉

兵庫県立
コウノトリの郷公園

豊岡市街地

円山川

あ さ ご し

い く の ち ょ う

いなんば い づ し な さ

ひ ょ う の せ ん う し ろ や ま な ぎ さ ん

い づ し じ ょ う か ま ち

た ち の

あ さ ご し

や ぶ
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１．円山川の概要（出水の概要）

○ 円山川流域では平成16年10月の台風23号により、観測史上最大の洪水（立野地点約4,200m3/s）が発生し、豊岡
市立野地先（円山川右岸13.2k）や豊岡市鳥居地先（出石川左岸5.3k）で堤防が決壊するなど、豊岡市全体で死者
5名、浸水家屋7,944戸の甚大な被害が生じ、さらに災害復旧中の平成21年10月にも台風9号により浸水が生じまし
た。また、昭和34年9月（伊勢湾台風）、平成2年9月（台風19号）でも、大きな被害が生じています。

188

278

364

211

322

233

184

253

2日
雨量
(mm)

浸水面積4,083ha、浸水家屋7,944戸4,127台風23号H16.10.20

浸水面積1,923ha、浸水家屋2,212戸3,064台風19号H2.9.20

浸水面積185ha、浸水家屋610戸2,461台風20号S54.10.19

浸水面積2,115ha、浸水家屋2,855戸2,595台風17号S51.9.10

浸水面積1,715ha、浸水家屋749戸2,786
梅雨前線及
び台風6号S47.7.12

被害の状況
立野地点
観測流量
（m3/s）

原 因
発生

年月日

浸水面積16,926ha、浸水家屋16,833戸3,043伊勢湾台風S34.9.26

浸水面積346ha、浸水家屋77戸3,160台風9号H21.8.9

浸水面積2,303ha、浸水家屋1,933戸2,624第2室戸台風S36.9.16

■既往洪水の概要

昭和34年伊勢湾台風・奈佐川の破堤状況

平成2年台風19号・豊岡市の浸水状況

豊岡市一本松団地

堤防決壊など広域的かつ大規模な浸水被害
が発生

下流部全域で内水による
浸水被害が発生

円山川

下流部全域で内水による浸水被害が発
生

昭和51年台風17号・豊岡市の浸水状況

六方平野の浸水状況

六方平野

円山川

奈佐川

破堤地点

豊岡市街地中心部

浸水面積4,083ha、家屋の全・半壊
4,283戸(一部損壊を含む)、浸水家
屋7,944戸に及ぶ壊滅的な被害が
発生
円山川及び支川出石川の2箇所で
決壊し、その他、各所で越水による
氾濫が発生

湯島地区湯島地区

上山地区上山地区

円山大橋東詰江本地区円山大橋東詰江本地区

豊岡駅前付近豊岡駅前付近

鳥居地区鳥居地区

国府駅付近国府駅付近

平成16年台風23号
立野地先、鳥居地先の決壊状況、豊岡市域の浸水状況

①

②

③

④

⑤

⑥

円山川浸水実績図（平成16年10月台風23号）

×

×

出石川左岸出石川左岸5.3k5.3k破堤地点破堤地点

×
破堤地点

破堤地点

破堤地点

×
破堤地点

円山川右岸円山川右岸13.2k13.2k破堤地点破堤地点

た ち の

うやま

た ち の

こくふ

とりいゆしま えもと

と り い
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１．円山川の概要（改修の経緯）

○ 円山川は、大正元年9月洪水を契機に直轄事業として、屈曲の著しい箇所のショートカットを含めた築堤主体の第1
期改修工事に着手しました。その後、昭和34年9月の伊勢湾台風を契機に改修総体計画を策定し、築堤や排水機場
整備による市街地の内水対策を実施しました。

○ 昭和41年には一級河川の指定に伴い、改修総体計画を踏襲した工事実施基本計画を策定し、その後、昭和63年に
は流域の開発・進展等に鑑み、計画の見直しを行い、築堤、河道掘削、排水機場整備等の内水対策を実施してきま
した。

○ 平成16年10月には台風23号により甚大な被害を受け、河川激甚災害対策特別緊急事業により、河道掘削、築堤、
橋梁架替、堰改築、内水対策等を実施しました。

○ 河川整備計画については、平成15年に流域委員会を設置し、平成19年6月には今後30年間の河川整備の内容を示
す円山川河川整備計画（原案）の策定に向け、『円山川のあるべき姿を求めて』が流域委員会における意見、提言と
してとりまとめられました。

円山川改修の経緯

大正9年 ：直轄河川改修工事（第1期改修工事）に着手

昭和13年 ：中小河川改良工事（兵庫県）

昭和31年 ：直轄河川改修工事（第2期改修工事）に着手

昭和35年 ：総体計画を策定
計画高水流量 4,500m3/s 〔立野地点〕

昭和41年6月 ：円山川水系工事実施基本計画策定
計画高水流量 4,500m3/s〔立野地点〕

昭和63年3月 ：円山川水系工事実施基本計画改定
計画規模1/100 計画高水流量 5,400m3/s
〔立野地点〕

平成 9年3月 ：小野川放水路完成

平成13年3月 ：床上浸水対策特別緊急事業（六方排水機場）完成

平成15年3月 ：流域委員会設置

平成16年12月 ：河川激甚災害対策特別緊急事業に採択
平成19年6月 ：流域委員会より『円山川のあるべき姿を求めて』を

提言
平成20年1月 ：円山川水系河川整備基本方針策定

計画規模1/100 計画高水流量 5,600m3/s
〔立野地点〕

平成23年3月 ：河川激甚災害対策特別緊急事業完了

■改修前の円山川は、豊岡盆地
を大きく蛇行しながら流下していま
した。

■洪水を速やかに流下させること
を目的に、大正9年より流路の直

線化等の改修事業に着手しました。

円山川下流の浚渫

小野川放水路

○○ダム
円山川

明治31年（改修前）

河道がショートカットされた

昭和25年（改修後）

立野大橋

立野大橋

六方川

小野川放水路

■六方平野の浸水被害を軽減する
ため、六方川上流に位置する小野
川から出石川間に小野川放水路を
整備しました（昭和62年～平成9年）。

■河積を拡げ、洪水時の水位を低減さ
せるために、円山川、出石川の全川に
わたり、河道を掘削・浚渫しています
（ひのそ島掘削：平成4年～平成19年）。

オ ノ
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１．円山川の概要（改修の経緯／河川激甚災害対策特別緊急事業）

○ 円山川流域は、平成16年10月の台風23号により甚大な被害を被ったことから、 ｢同規模の洪水に対して、再度災害
防止及び床上浸水解消を図る｣ことを目的として｢河川激甚災害対策特別緊急事業｣の採択を受けました。

○ 平成16年度～22年度にかけて、河道掘削、築堤、内水対策、橋梁架替等により、本川中流部、出石川、奈佐川の
対策を実施しました。

城崎排水機場
ポンプ増設

北近畿タンゴ
鉄道橋梁架替

立野大橋
橋梁補強

六方地区内水対策

六方防災拠点

豊岡排水機場
ポンプ増設

鳥居橋架替

鳥居防災拠点

新田井堰改築

八代排水機場
ポンプ増設

Ⓟ

Ⓟ

Ⓟ

奈佐川

円山川

出石川

掘削

築堤

その他

に っ たいぜき

と り い

と り い

ろっぽう

ろっぽう

た ちの

河道掘削(湯島地区) 北近畿タンゴ鉄道橋梁架替

Ⓟ

豊岡市役所
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立野

奈佐川

円山川

出石川

赤枠：当面（５年間）で整備を予定の箇所

２．河川整備の概要（実施方針）

○ 円山川における今後概ね30年間の河川整備は、観測史上最大の平成16年10月台風23号と同規模の洪水（立野地
点4,900m3/s、遊水地整備後4,600m3/s）に対し、氾濫による浸水被害を防止することを目標とし、上下流・左右岸の
バランスを確保しつつ、流域全体の治水安全度を向上させることとし、築堤、遊水地整備、内水対策、堤防強化等を
行うことを予定しています。

○ また、今後５年間における河川整備は、上中流に対して相対的に治水安全度が低い下流部における築堤（特殊堤
を含む）、上流部の堤防未整備区間の築堤を実施するとともに、八代地区内水対策を継続して行うことを予定してい
ます。

堤防強化

内水対策

無堤対策

中郷遊水地

①戸島地区
築堤

と し ま

④瀬戸、津居山地区
築堤

せ と つ い や ま

①上山、ひのそ地区
築堤（特殊堤）

う や ま ③八代地区内水対策
二線堤

やしろ

⑤中郷遊水地整備
なかのごう

②鶴岡、日置地区
無堤対策

つるおか ひ お き

②上流無堤対策（稲葉川導流堤）
いなんば
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２．河川整備の概要（実施方針）

第１段階
・相対的に治水安全度が低い下流部において、築堤（特殊堤を含む）を実施します。
・上流部の堤防未整備区間において築堤を実施し、浸水被害を解消します。
・激特事業からの継続箇所である八代地区内水対策を促進します。

第２段階
・上下流バランスを確保するため、下流部において、堤防未整備区間の築堤（特殊堤を含む）の促進を実施します。
・中郷遊水地の整備を完了させ、平成１６年台風２３号洪水を河道内で流下させます。

第３段階
・堤防質的強化を実施します。

・河道掘削・築堤

・内水対策
（城崎、豊岡、六方、八代）

・橋梁架替、堰改築等

激特事業

・桃島地区内水対策平成23年度

平成16年～22年
（激特事業等）

平成
23年

⑥堤防質的強化第３段階

④下流部無堤対策
（瀬戸、津居山）

⑤中郷遊水地整備

第２段階

①下流部無堤対策
（上山、ひのそ、戸島）

②上流部無堤対策
（稲葉川、鶴岡、日置）

③八代地区内水対策
（二線堤）

第１段階

～３０年～概ね２０年～５年整備メニュー
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２．河川整備の概要（①下流部無堤対策：上山、ひのそ、戸島地区）

○ 上山、ひのそ、戸島地区は、堤防が整備されていないため流下能力は2,500m3/s程度であり、観測史上最大洪水
（平成16年台風23号）に対して氾濫による浸水被害を防止するため、堤防整備を予定しています。

整備前

浸水範囲

ひのそ地区

全
体
延
長

L=
約

4,
00

0m 円
山
川

5.0k

至9.0k

円山地区

上山地区

円
山
川

撮影方向

4.0k

4.4k

4.8k

全
体
延
長

L=
約

1,200m

撮影方向

浸水区域図（1/40）

整備後

浸水面積： 40ha

浸水面積：150ha

う や ま と し ま

戸島地区

円山地区

ひのそ地区
上山地区

戸島地区

円山地区

ひのそ地区
上山地区

県道

DHWL

平成16年台風23号
規模洪水の水位

1：2 1：2 

JR

特殊堤

2m～3m

DHWL
平成16年台風23号
規模洪水の水位

県道

戸島地区横断図
2m～3m

上山・ひのそ地区横断図

矢板

戸島地区

円
山
川

円
山
川

う や ま と し ま

平成18年4月撮影

平成18年4月撮影

平成23年6月撮影

平成23年2月撮影

築堤
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HWL HWL 

1：2.0 1：2.0 1：2.0 

1：2.5 

5.00 6.00 

２．河川整備の概要（②上流部堤防未整備対策：稲葉川、鶴岡、日置地区）

○ 稲葉川合流点付近は堤防が整備されていないことから、観測史上最大洪水（平成16年台風23号）に対して氾濫に
よる浸水被害を防止するため、築堤を予定しています。

○ また、無堤の鶴岡、日置地区についても、輪中堤等の対策を予定しています。

約12m

稲葉川 円山川

掘削

浸水面積：40ha

床上浸水：15戸

床下浸水： 3戸

稲葉川合流点の築堤

整備前

浸水区域図（1/40）

整備後

稲葉川合流点付近横断図

浸水面積：0ha

床上浸水：0戸

床下浸水：0戸

円
山
川

円
山
川

0.5m未満の区域

0.5～1.0m未満の区域

1.0～2.0m未満の区域

2.0～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

水深

凡　　例

稲葉川

円
山
川

全
体
延
長

L=約
1,200m

25.0
k

26.2k

円
山
川

撮影方向

いなんば つ る お か ひ お き

いなんば

つるおか ひ お き

A A ’

A

A ’

平成19年5月撮影

平成22年9月撮影
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２．河川整備の概要（③八代地区内水対策）

○ 八代地区は、八代川上流の山水を分離して、整備済の八代排水機場（33m3/s）及び豊岡市が整備を行う排水ポン
プ（17.4m3/s）とあわせ、より効果的に家屋の床上浸水を軽減するため、二線堤等の整備を行います。

浸水面積：149ha
床上浸水： 42戸
床下浸水：210戸

浸水深45cm以上

浸水深45cm未満

円山川

八代川

二線堤

特殊堤

八代水門

氾濫水を二線堤
で遮り、市街地
への流入を防ぐ

A

八代地区二線堤横断図

A

整備前 整備後

浸水面積：131ha
床上浸水： 0戸
床下浸水： 5戸

市街地

水田

市街地

水田

浸水区域図（1/30）

撮影方向

八代川

八代排水機場
33m3/s

や し ろ

雨水排水ポンプ(市)
P 17.4m3/s

3000

DL=4.00

1：2
1：2

3m

P

A ’

A ’

や し ろ

平成19年5月撮影

平成18年11月撮影

農地側 市街地側
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計画高水流量6,000m3/s
計画高水流量5,600m

3
/s

計画高水流量4,800m
3
/s

計画高水流量6,000m3/s
計画高水流量5,600m

3
/s

計画高水流量4,800m3/s

整備計画目標流量4,900m
3
/s

整備計画目標流量4,600m3/s
整備計画目標流量4,100m3/s

整備計画目標流量4,900m
3
/s

整備計画目標流量4,600m
3
/s

整備計画目標流量4,100m3/s

出
石
川

奈
佐
川

稲
葉
川

下流区間 中流区間 上流区間

豊岡市市街地

立野

山付 山付 山付

山付

山付山付

３．事業の必要性等に関する視点（事業を巡る社会経済情勢等の変化）

○ 円山川の現況の最小能力は約2,000m3/s、治水安全度は約1/5であり、約30％の区間で整備計画目標流量（観測
史上最大洪水の遊水地調節後流量）に対して、計画高水位以下で流下させることができません。

現況河道における流下能力

本川下流部の最小流下
能力地点(5.6k)

本川中流部の最小流下
能力地点(12.8k) 本川上流部の最小流下

能力地点(23.4k)
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３．事業の必要性等に関する視点（事業を巡る社会経済情勢等の変化）

激特事業前における氾濫想定
（計画規模1/100の降雨）

河川整備計画における予定事業を実施後
の氾濫想定（計画規模1/100の降雨）

激特事業前における氾濫想定

（1／40の降雨）

河川整備計画における予定事
業の実施により被害は解消

○ 円山川の平成16年10月台風23号洪水による被災前の治水安全度は有堤区間で1/20、上流・下流の無堤区間で
1/5～1/6であり、計画規模（1/100）の降雨が生じた場合、堤防の破堤により3,596haが浸水し浸水家屋は約1万1千
戸、被害額は8,264億円であったと推定されますが、完了した激特事業及び今後、河川整備計画において予定してい
る事業を実施することにより、治水安全度は全川で1/40まで向上し、浸水被害が軽減されます。

○ なお、河川整備計画において予定している規模（1/40）の降雨が生じた場合には、事業の実施により被害は解消さ
れます。

※ただし輪中堤等で事業を実施する地区では農地の浸
水被害が残る。

0.5m未満の区域

0.5～1.0m未満の区域

1.0～2.0m未満の区域

2.0～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

浸水した場所に想定される水深

凡例

(ランク別)



13

0

1

2

3

4

5

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

0

2

4

6

8

10

世帯数 人口

総世帯数
（万世帯）

人口
（万人）

３．事業の必要性等に関する視点（事業を巡る社会経済情勢等の変化）

○ 円山川の氾濫源を含む豊岡市の近5カ年（平成１７年から平成２２年まで）の総人口は4.0％減、総世帯数は0.2％増
であり、社会情勢に大きな変化はありません。

0.2％増29,68529,617
総世帯数

（世帯）

4.0％減85,60789,208
総人口

（人）

増減H22H17

豊岡市の総人口・総世帯数
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３．事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果）

想定氾濫区域
の設定

総事業費（建設費）
の算出

想定被害額
の算出

維持管理費
の算出

総費用（C）

の算出

年平均被害
軽減期待額

残存価値の算出

総便益（B）の算出

総便益（Ｂ）

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出

＊費用は年４％の社会的割引率及び
物価上昇を考慮して現在価値化し
ている

・ 計画規模の洪水及び発生確率が異なる流量規模により氾
濫ブロック毎（内水の場合地区毎）に氾濫計算を実施

整備期間 H16～H53（38年）
（※H16～H23の激特事業等を含む）

河道条件等 H16激特前河道、H23現況河道
対象洪水波形 S34.9洪水（外水氾濫）

H16.10洪水（内水氾濫）
対象規模 無害水位以上となる確率規模から、計画規模ま

での数ケース
・外水氾濫：1/10, 1/20, 1/25, 1/30, 1/40,1/80,1/100 
・内水氾濫：1/2, 1/5, 1/10, 1/30

関連事業 事業を実施しない場合（Without）と事業を実施し
た場合（With）ともに、整備期間中に実施される県
や市の事業については評価対象事業の便益のみ
を区分するため、実施済みとして扱う。（八代地区
雨水排水ポンプ（市）、桃島川河川改修（県））

・ 事業費の算出は、事業着手時点
から現在までの実績事業費と現
在から完成までの残事業費を合
算して総事業費を算出

・ 流量規模別に各氾濫ブロック毎（内水の場合地区毎）の被
害額を算出

〔直接被害〕
一般資産（家屋、家庭用品、事業所資産等）
農作物被害、公共土木施設被害

〔間接被害〕
営業停止損失、家庭における応急対策費用

事業所における応急対策費用

〔氾濫被害額〕
・ 事業を実施しない場合（Without）と事業を実施した場合

（With）の氾濫被害額の差分（算定手法が確立されている流
下能力向上の効果のみ計上し、手法が確立していない水衝
部対策や堤防の質的強化は含まれない）

〔年平均被害軽減期待額〕
・ 被害軽減額に洪水の生起確率を乗じた流量規模別年平均

被害額を累計し算出

・ 事業期間に加え、事業完了後50年間を評価対象期間として、
年平均被害軽減期待額に残存価値を加え総便益とする

・ 残存価値は整備期間内に取得した非償還資産や整備した
償却資産を対象とし、施設完成後の対象期間に計上

＊便益は年４％の社会的割引率を考慮して現在価値化して
いる

総費用（C）

維持管理費の算出は以下による

〔事業期間内（評価年以前）〕

・ 維持管理費の既支出の各年実
績額を計上

〔評価年の翌年次以降〕

・ 直近5カ年の建設費と維持管理
費の比率を基に各評価年におけ
る建設費により算出し計上

〔事業完了後、50年間〕

・ 事業期間内（３０年間）の総維持
管理費から年当たりの維持管理
費を算出し計上

＊今後実施する事業内容と、平成１６
年洪水に対する激特事業における
事業内容の一体性に鑑み、整備期
間を激特事業着手時点の平成16年
以降とし、平成23年度までの8年間
における費用及び便益を加味。

外水氾濫

想定氾濫区域
の設定

想定被害額
の算出

年平均被害
軽減期待額

内水氾濫

○ 事業の費用便益比は、治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月河川局）に基づき算出した｢外水氾濫に対する
浸水被害軽減期待額｣と、内水処理計画策定の手引き（平成７年２月河川局）に基づき算出した｢内水氾濫に対する浸
水被害軽減期待額｣を総便益とし、これらに要する整備費用及び維持管理費を総費用として算出しています。
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その他
22%

内水対策
14%

護岸
3%

築堤
24%

掘削
37%

○円山川では平成16年台風23号洪水の再度災害防止を目標として、平成16年～22年度の間で掘削、築堤、内水対策等
の激甚災害対策特別緊急事業（激特事業）を実施しています。

○激特事業において実施した「河道掘削」は、激特事業で実施した工事のなかでも、最大の効果を発現する主要事業で
すが、残土処分の事業期間は激特事業終了後の平成25年度までとなる予定です。

○この残土処分は、費用便益分析における対象事業ですが、今後実施する河川整備の目標と激特事業の目標が同一で
あることや、残土処分と河道掘削が一連の事業であることをふまえ、治水経済調査マニュアルに則り、激特事業による
便益及び費用を評価対象に含めるものです。

評価基準年以前に実施した激特事業を評価対象に含めることについて

鳥居橋架替

立野大橋
橋梁補強

城崎排水機場
ポンプ増設

北近畿タンゴ
鉄道橋梁架替

新田井堰改築

円山川

出石川

八
代
川

奈
佐

川

平成16年10月台風23号洪水を整備目標とした事業
（激特～河川整備計画）

桃島排水機場
新設

激特事業における河道掘削と残土処理の関係

六方川

豊岡排水機場
ポンプ増設

激特事業における各事業費割合

総事業費：650億円

総事業費650億円に対

する掘削費用（河道掘
削含む）は、37％と最

も大きい。

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

-1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

右
岸

流
下

能
力

(
m
3
/
s
)

激特事業完了後（H23年）

激特前（H16年)

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

左
岸

流
下

能
力

(
m
3
/
s
)

6,000
計画高水流量　5,600

4,800
5,200 5,100 H16台風23号（戦後1位）4,900

4,100
3,600

4,600

激特事業における
掘削の効果

激特事業で向上させた流下能力
660m3/sの内、河道掘削（掘削に伴
う橋梁架替含む）により、620m3/s
向上。

Ⓟ

六方地区
二線堤整備、
排水ポンプ新設

鳥居防災拠点

六方防災拠点

Ⓟ

Ⓟ

Ⓟ
Ⓟ

二線堤整備

八代排水機場
ポンプ増設

遊水地整備

河川整備計画（予定）
築堤
堤防強化
その他

激特事業等（H16～H23）
築堤
掘削
その他

※その他（橋梁架替、堰
改築、堤防強化等）

発生した掘削残土を仮置

河道掘削により掘
削残土（全体で約
290万m3）が発生

平成25年度まで

に残土を搬出し
仮置場を返還
（予定）

円山川

奈佐川

10k

9k

8k

野上・下鶴井地区
土砂仮置場 34ha

のじょう しもつるい
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３．事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果）

○ 事業の費用便益比は、治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月河川局）に基づき算出した｢外水氾濫に対す
る浸水被害軽減期待額｣、内水処理計画策定の手引き（平成７年２月河川局）に基づき算出した｢内水氾濫に対する
浸水被害軽減期待額｣及び評価対象期間終了時点における残存価値の合計を総便益とし、これに要する整備費用
及び維持管理費を総費用として算出しています。

整備期間30年（H24～H53） 評価対象期間50年（H54～H103）

評価時点 H23

既往整備期間8年
（H16～H23）

全体事業（＝残事業）評価の場合

費
用
（
百
万
円
）

便
益

（
百
万

円
）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

維持管理費

建設費

現在価値

便益

現在価値
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３．事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果）

○ 治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月 河川局）に基づき算出した「事業全体の費用便益比」は４．９となりま

す。

総便益（①＋②）

残存価値

（現在価値化）

年平均被害軽減期待額

③5,934億円

②13億円

①5,921億円

18,608億円

■便益（B）

⑤70億円（現在価値化）

総費用（④＋⑤）

維持管理費

（現在価値化）

建設費

⑥1,207億円

100億円

④1,137億円

1,137億円

■費用（C）

30年（平成24年～平成53年）整備期間

施設完成後の評価期間

既往整備期間

評価基準年

50年（平成54年～平成103年）

8年（平成16年～平成23年）

平成23年

■評価対象

事業全体の費用対効果

③／⑥5,934/1,207≒4.91

■費用便益比（B/C)

今後実施する事業内容と、平成
１６年洪水に対する激特事業に
おける事業内容の一体性に鑑み、
整備期間を激特事業着手時点の
平成16年以降として費用便益比
を算定。

＊河川整備計画は未策定であり、現時点で整備内容を示す計画案等も公表していないため、残事業の評価は事業全体の評価と同じ。
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３．事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果）

当面（５年間）における事業の費用対効果

○ 治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月 河川局）に基づき算出した「当面（５年間）における事業の費用便益

比」は４．８となります。

総便益（①＋②）

残存価値

（現在価値化）

年平均被害軽減期待額

③5,328億円

②27億円

①5,301億円

12,195億円

■便益（B）

⑤87億円（現在価値化）

総費用（④＋⑤）

維持管理費

（現在価値化）

建設費

⑥1,107億円

132億円

④1020億円

922億円

■費用（C）

5年（平成24年～平成28年）整備期間

施設完成後の評価期間

既往整備期間

評価基準年

50年（平成29年～平成78年）

8年（平成16年～平成23年）

平成23年

■評価対象

③／⑥5,328/1,107≒4.82

■費用便益比（B/C)

今後実施する事業内容と、平成
１６年洪水に対する激特事業に
おける事業内容の一体性に鑑み、
整備期間を激特事業着手時点の
平成16年以降として費用便益比
を算定。



19

［残事業費］

平成２４年度以降の整備費用を±１０％変動。維持管理費の変動は行わない。

［残工期］

円山川では河川整備計画を検討中であり、整備期間、残事業のいずれも平成２４年度以降３０年間となる。

＋１０％のケースは残工期を３３年間に、－１０％のケースは残工期を２７年間として設定。

［資産］

一般資産被害額、農作物被害額、公共土木施設等被害額を±１０％変動。

4.355.284.754.874.874.764.82
当面（５年間）
の事業

資産残工期残事業費
基本

-10%+10%-10%+10%-10%+10%

4.435.394.864.965.014.824.91事業全体

■ 感度分析結果 （費用便益比(B/C)）

３．事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果）

○ 事業全体、当面（５年間）の事業のそれぞれについて、残事業費、残工期、資産をそれぞれ±１０％変動させた場合
のＢ／Ｃを算定した結果、いずれの影響要因についてもＢ／Ｃは１．０を上回ります。

＊河川整備計画は未策定であり、現時点で整備内容を示す計画案等も公表していないため、残事業の評価は事業全体の評価と同じ。



20［ ］ 現在価値化前の建設費＋維持管理費

主な要因変化倍率平成２３年度評価平成２０年度評価項目

約0.5倍［1,236億円］［2,417億円］

•平成20年度評価は、河川整備基本方針を対象としていたが、平
成23年度評価では、河川整備計画を対象としていることによる
費用の減。

（評価事業）

・平成20年度評価：河川整備基本方針（洪水調節施設含まない）
・平成23年度評価：河川整備計画（洪水調節施設含む）

約1.3倍1,207億円919億円

総費用
（Ｃ）

•各評価の整備期間は下記の通りであり、平成23年評価には、
平成16年～平成19年に実施した激特事業等の便益を含むこと
による便益の増。

（評価期間）

・平成20年度評価：55年間（平成20年～平成74年）
・平成23年度評価：38年間（平成16年～平成53年）

•平成20年度評価は、洪水調節施設を除いた河川改修事業のみ
を評価していたが、平成23年度評価は、河川改修事業として実
施する予定の遊水地整備を含めて評価していることによる便益
の増。

約1.8倍5,934億円3,290億円
総便益

（Ｂ）

下記総便益と総費用の関係による約1.4倍4.93.6Ｂ／Ｃ

■ 費用対効果の分析（前回との比較）

３．事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果）
○ 前回の事業評価（平成２０年度、河川整備基本方針）と今回の事業評価（平成２３年度、河川整備計画）における費

用便益比（Ｂ／Ｃ）は、約1.4倍の差がありますが、その要因は主に以下の理由によるものです。

総便益（Ｂ） ；
・平成23年度評価は、平成16年～平成19年に実施した激特事業等の便益を含むことによる便益の増。
・平成20年度評価は、洪水調節施設を除いた河川改修事業のみを評価していたが、平成23年度評価は河川改修事

業として実施する予定の遊水地整備を含めて評価していることによる便益の増。
総費用（Ｃ） ；

・平成20年度評価は、河川整備基本方針を対象としていたが、平成23年度評価では、河川整備計画を対象としてい
ることによる費用の減。

全体事業評価による対比
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３．事業の必要性等に関する視点（事業の進捗状況）

○ 円山川において堤防整備が必要な全体延長は64.9kmに対して、現時点における堤防整備済延長は5.2km（8％）、
また管理区間40.5kmに対して、計画高水流量を計画高水位以下で流下させることが出来る区間は9.7km（24％）しか
なく、計画規模の洪水を安全に流下させるためには更なる整備が必要です。

○ また、激特事業は終了していますが、平成１６年洪水及び平成２１年洪水により浸水した全ての地域の再度災害防
止が図られていないことからも更なる整備が必要です。

＊所要の高さ、断面の両方を確保済
みの区間延長

＊暫定堤防は高さ、断面のいずれか
が不足する堤防

＊左右岸の流下能力確保済み区間延
長（堤防整備状況を考慮）の平均

＊洪水による堤体への浸透に対する
安全が確保されている区間の延長

堤防整備延長（km） 堤防強化（浸透対策）必要延長（km）流下能力確保延長（km）

12.2km
30%

18.6km
46%

9.7km
24%

計画高水流量

観測史上最大洪水

未確保

9.6km
55%

7.8km
45%

対策不要

対策必要

42.7km
66%

17.0km
26%

5.2km
8%

完成堤防

暫定堤防

無堤

計画高水流量

観測史上最大洪水

未確保
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４．事業の進捗の見込みの視点

○ 円山川水系の河川整備は、平成２２年度の激特事業完了後も、上下流・左右岸バランスを確保しつつ、水系全体の
治水安全度を向上させるべく、計画的に進めています。

○ 河川整備計画については、現在、策定作業を進めており、学識経験者や流域住民の意見を聞いたうえで、速やか
に策定する予定です。

○ 今後の事業の実施にあたっても、沿川住民との合意形成をはかりつつ、社会情勢の変化に留意のうえ、計画的に
進めることとしています。
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５．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点（代替案の比較）

○ 河川整備計画案では上下流・左右岸バランスを確保しつつ、観測史上最大洪水に対して氾濫による浸水被害を防
止することを目標としています。

○ この目標に対する整備内容において最も事業費、整備効果の大きい遊水地整備について、河川整備基本方針に
沿った代替案を比較した結果、現行の整備内容が経済性、実現性、河川環境等への影響の観点から優位です。

放水路を設置する適地がなく、
実現性に欠ける

×

─

─

─

─

─

─

─

─

※円山川は、主要な支川が四方
を山に囲まれた豊岡盆地で合流
し、合流後は両岸を山に挟まれ
ながら河口まで流下しており、現
実的に放水路を設置する適地が
ないことから、検討対象外とする

放水路案遊水地案ダム案（治水専用ダム）堤防嵩上案河道掘削案

将来の治水安全度向上の際は、河
道掘削が必要

将来の治水安全度向上の際は、
ダムの放流口の改良、さらなる河
道掘削が必要

将来の治水安全度向上の際は、
さらなる河道掘削が必要

将来の治水安全度向上の際は、
さらなる河道掘削が必要

備考

営農地を遊水地化するため環境へ
の影響は小さい。

ダムは環境アセスメントを実施し、
適切な対応を行う必要がある

河道内の工事が無いため環境へ
の影響は小さい

河道掘削の規模が大きく、魚類等
の生息・生育環境の改変などの自
然環境に与える影響が大きく、ミ
チゲーション等が必要

河川環境へ
の影響

周囲堤の樋門、洪水調節後のゴミ
処理、堆積土砂対策が必要

ゲートや貯水池の維持管理、堆積
土砂等河道の維持管理が必要

堤防の維持管理が必要堆積土砂等河道の維持管理が必
要

維持管理

用地取得が必要であるが、遊水地
の候補地内に住家は無く、合意形
成は比較的容易

地元、関係機関との合意に長期を
要する

軟弱地盤対策（地盤改良）を追加
するため、近接する住民との合意
形成が必要

残土量が多いことから、仮置き場
を確保するための地元との合意
形成が必要

計画期間内
の実現性

運動公園の利用に制約がかかる
優良農地を失う

ダムサイトには約80戸の家屋が
存在し、生活再建を図る必要が
ある

中流部の地盤改良が増加し、近
接する住家への騒音や振動の懸
念がある
また、観光道路の眺望が悪化する

残土量（約130万m3）が多く、残土
の搬出による交通への影響が懸
念される

地域社会へ
の影響

費用が最大で、ダムは地域社会
への影響が大きく、着工までに時
間を要する

×

ダム完成に長期間を要するため
効果発現までに長期を要する

約 ４１４億円

貯水池面積：約136ha
主要道路の付替
河床掘削 ：約1km（0.2～1.2ｋ）

立野地点で200m³/sを調節し、
4,700m³/sを河道で受け持ち、掘
削とあわせて、水位を0．2m～0．
3m低下させる案
・ダム（洪水調節V=約6,000千m3）
・河道掘削（掘削V=約42万m3）

遊水地面積：約42ha掘削
高さ約7mの周囲堤

下流部 嵩上げ：約15km（1.5～9.0
ｋ（両岸））
中流部 嵩上げ：約22km（9.0～
20.0ｋ（両岸））

低水路拡幅：約12km（5.0～17.0ｋ）
河床掘削 ：約1km（0.2～1.2ｋ）

土地改変の
程度等

遊水地整備期間は比較的早く早期
に効果を発現する

洪水位の上昇は氾濫時の被害ポ
テンシャルの増大に繋がる

激特事業で掘削した河道区間をさ
らに掘削することになる

その他

費用が最小で、デメリットが最も少
ないことから他に比べて優位である

○

費用が大きく、被害ポテンシャル
の増大にも繋がる

×

残土量が多く、運搬による交通渋
滞など社会的影響が大きく、自然
環境への影響も大きい

×

検討結果

約１５２億円約２８７億円約 １８２億円事業費

立野地点で300m³/sを調節し、
4,600m³/sを河道で受け持ち、水位
を0．2～0．3m低下させる案
・遊水地（洪水調節V=約2,700千m3)

堤防を嵩上げし、堤防余裕高を0．
2m～0．3m確保する案
・堤防嵩上げ （嵩上げ高：中流部
H=0.2m、下流部H=0.3m)

低水路を拡幅、河床を掘削し、水
位を約0．2m～0．3m低下させる
案
・河道掘削（掘削V=約130万m3)

整備内容

■代替案における整備メニューの概要
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○ 河川整備におけるコスト縮減については、これまでも、 河道掘削により発生した土砂を盛土材として利用できるよう

に改良する等、あらゆる場面でコスト縮減に努めてきました。
○ 今後も河川整備の実施にあたっては、新技術の開発や施工方法の工夫、他事業者との計画調整等によりコスト縮

減を図ることとしています。

５．コスト縮減や代替案等の可能性の視点（コスト縮減）

河道掘削におけるコスト縮減の事例

縮減方策の概要

掘削により発生した土砂を土質改良機を用いて粒度構成を調整し、他の工事の盛土材料として活用し、投棄に
よる処分料を縮減しています。

万能土質改良機

材料となる土砂を改良機に投入

混合後の土砂

混合後の土砂をトラックに積込

約１０億円のコストを縮減
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６．自治体の意見等

兵庫県（平成23年10月11日付 土第1356号）

一級河川円山川は、流域が豊岡市、養父市、朝来市の3市からなり、このうち直轄区間は、但馬地域の人口、資産が
集中し、経済の中枢である豊岡市域を流下する治水上非常に重要な区間である。

円山川流域では、平成16年台風第23号により観測史上最大の洪水が発生し、浸水家屋7,944戸などの甚大な被害
が発生したことから、河川激甚災害対策特別緊急事業により河道掘削、築堤、内水対策、橋梁架替等を実施したが、
浸水被害のあった全ての地域の再度災害防止が図られたわけではなく、稲葉川の築堤整備及び城崎地域への道路
の冠水等を防ぐ下流部の築堤整備の早期完成など、地域住民から改修に対する強い要望がある。

このことから、当該区間の安全、安心を確保するため、今後30年間の河川整備の目標である観測史上最大の平成
16年台風第23号と同規模の洪水に対する浸水被害の防止に向けて、一層の事業促進を図っていただきたい。
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（１）事業の必要性等に関する視点

○ 平成12年から平成22年にかけて、氾濫の恐れがある区域を含む豊岡市の総人口は7.7％減、総世帯数は1.7％
増であり、社会情勢に大きな変化はありません。

○ 本事業の費用対効果（Ｂ／Ｃ）は事業全体で4.9、当面（5年間）における事業で4.8です。
○ 堤防完成延長は5.2km（8％）、計画高水流量を安全に流下させることが出来る区間は9.7km（24％）であり、計画

規模の洪水を安全に流下させるためには更なる整備が必要です。

円山川では、平成16年洪水により浸水被害が生じているが、全ての地域の再度災害防止が図られていない。

円山川の流下能力は、観測史上最大洪水に対して一部区間を除き不足している。このような状況の中、既往の大

洪水が生じた場合、甚大な被害が生じると考えられる。

この想定被害に対して、本事業の整備効果は有効であると認められることから「事業継続が妥当」である。

（３）コスト縮減や代替案等の可能性の視点

（２）事業の進捗の見込みに関する視点

○ 平成２２年度の激特事業完了後も、上下流・左右岸バランスを確保しつつ、水系全体の治水安全度を向上させ
るべく、計画的に進めています。

○ 河川整備計画については、現在、策定作業を進めており、速やかに策定する予定です。
○ 今後の事業の実施にあたっても、沿川住民との合意形成をはかりつつ、社会情勢の変化に留意のうえ、計画

的に進めることとしています。

○ 河川整備計画案における整備目標に対する代替案について、河川整備基本方針にそった代替案を比較した結

果、現行の整備内容が経済性、実現性、河川環境への影響等の観点から優位です。
○ 河川整備におけるコスト縮減については、あらゆる場面でコスト縮減に努めており、引き続き新技術の開発や

施工方法の工夫、他事業者との計画調整等によりコスト縮減を図ることとしています。

７．対応方針（原案）

対応方針（原案）
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